
碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

昭和51 ～ 令和6 年度 1 ～ 49 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人41                       円/人-

円/人- 円/㎡3,886                    

759,269 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

1,062,691 

その他委託料 50,307 

合　計（①＋②） 2,965,077 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

2,965,077 工事請負費 -                          

火災保険料 6,389                    

その他 -                     維持管理委託料　 253,263                 

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 1,902,386            

人件費 - 

光熱水費

1,447,543               

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 2,965,077          敷地借上料

内　訳

2 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 763

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 -

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 環境課塩浜事務所

（小学校地区） 大浜小学校区 うち借地面積               -

所管部局 環境課

所   在   地 敷  地  面  積 6,312

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 83

構 成 棟  環境課旧塩浜事務所、環境課新塩浜事務所

塩浜町２丁目２番地碧南市

管理形態

- - - - 包括委託

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

195,191                 

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） 253,115 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 1

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

2,493 3

備　　考
環境課旧塩浜事務所（経過年数49年,延床面積693㎡）、環境課新塩浜事務所（経過年数1年,延床面積
69.56㎡）

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

 耐震診断未実施

-

- 0

1

1

129 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

昭和63 年度 37 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人3                        円/人-

円/人- 円/㎡347                      

56,426 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

56,426 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 192,666 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

192,666 工事請負費 -                          

火災保険料 11,977                   

その他 -                     維持管理委託料　 13,933                   

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 65,267                   

小　計 136,240               

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 192,666            敷地借上料

内　訳

2 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 555

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 -

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 雨池防災倉庫

（小学校地区） 棚尾小学校区 うち借地面積               -

所管部局 危機管理課

所   在   地 敷  地  面  積 709

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 84

構 成 棟  雨池防災倉庫

雨池町３丁目１８番地碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

45,063                   

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 1

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

245 5

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

耐震性能有り

-

- 0

5

1

97 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

平成17 年度 20 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人1                        円/人-

円/人- 円/㎡226                      

2,528 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

2,528 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 37,350 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

37,350 工事請負費 33,000                   

火災保険料 1,822                    

その他 -                     維持管理委託料　 -                          

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 34,822                

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 37,350              敷地借上料

内　訳

2 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 165

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 6,773

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 栗⼭防災倉庫

（小学校地区） 棚尾小学校区 うち借地面積               -

所管部局 危機管理課

所   在   地 敷  地  面  積 199

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 85

構 成 棟  栗山防災倉庫

栗山町２丁目３番地碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 3

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

11 5

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

耐震性能有り

-

- 0

5

1

53 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

平成21 年度 16 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人-                        円/人-

円/人- 円/㎡78                       

4,755 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

4,755 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 6,295 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

6,295 工事請負費 -                          

火災保険料 1,540                    

その他 -                     維持管理委託料　 -                          

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 1,540                  

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 6,295               敷地借上料

内　訳

1 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 81

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 8,159

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 旭町防災倉庫

（小学校地区） 鷲塚小学校区 うち借地面積               -

所管部局 危機管理課

所   在   地 敷  地  面  積 177

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 86

構 成 棟  旭町防災倉庫

旭町３丁目７番地２碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 3

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

19 5

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

耐震性能有り

-

- 0

5

1

42 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

平成26 年度 11 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人-                        円/人-

円/人- 円/㎡7                        

- 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

- 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 627 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

627 工事請負費 -                          

火災保険料 627                       

その他 -                     維持管理委託料　 -                          

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 627                    

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 627                  敷地借上料

内　訳

1 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 92

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 15,396

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 神田町防災倉庫

（小学校地区） 西端小学校区 うち借地面積               -

所管部局 危機管理課

所   在   地 敷  地  面  積 92

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 87

構 成 棟  神田町防災倉庫

神田町２丁目５番地２碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 4

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

7 5

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

耐震性能有り

-

- 0

5

1

29 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

平成2 年度 35 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人2                        円/人-                   

円/人38,718              円/㎡1,417                    

39,546 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

49,490 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 116,155 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

116,155 工事請負費 -                          

火災保険料 1,369                    

その他 -                     維持管理委託料　 65,296                   

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 66,665                

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 116,155            敷地借上料

内　訳

1 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄骨造 82

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 24,520

 -

指定避難所（随時）階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 防災の家

（小学校地区） 日進小学校区 うち借地面積               -

所管部局 危機管理課

所   在   地 敷  地  面  積 215

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 88

構 成 棟  防災の家

鴻島町６丁目６７番地碧南市

管理形態

5 - 3 3 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

-                          

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） 9,944 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 1

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

813 4

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

一部対応

耐震性能有り

-

- 0

5

3

92 （％）

0
1
2
3

4
5

Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

昭和64 年度 36 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人9                        円/人-

円/人- 円/㎡3,274                    

710,989 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

770,096 

その他委託料 59,107 

合　計（①＋②） 1,440,457 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

1,440,457 工事請負費 -                          

火災保険料 3,749                    

その他 813,200            維持管理委託料　 -                          

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 670,361               

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 627,257            敷地借上料

内　訳

2 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 440

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 -

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 旧ＪＡ新川支店

（小学校地区） 新川小学校区 うち借地面積              539

所管部局 財政課

所   在   地 敷  地  面  積 539

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 89

構 成 棟  旧ＪＡ新川支店

相生町４丁目１１０番地碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

666,612                 

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 2

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

1,524 4

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

一部対応

耐震性能有り

-

- 0

5

3

72 （％）
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7



碧南市公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟ある場合の建物構造は、延床面積が最も大きい棟のデータ。階数は最も高い棟のデータ。）

平成8 年度 29 年 千円

㎡ ㎡

3　管理運営データ

人 人 人 人

施設外観

※1

※2

※3

※4

※5

※6

②運営コスト
　公共サービスを提
　供するために要す
　る経費

　　　　＋

　

施設コスト※2

（R4～R6年度）
（ファシリティコスト）

①維持コスト
　建物を良好に保つ
　ために要する経費

特 記 事 項

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブ・にじの学園・碧南ふれあい作業所は在籍人数。
　　　　　市営住宅は入居戸数で記載。

施設コストの収入･収支の各内訳は、３箇年の平均値。また施設コストの収入･収支の各計は、その平均値を合計しているため、年度毎の各計
から算定した平均値とは異なる場合がある。

利用者１人当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷平均利用者数

コスト状況

利用者１人当たりの施設コスト
※3

延床面積１㎡当たりの施設コスト
※4

利用者１人当たりの負担額
※5

市費に対する住民１人当たりの負担相当額
※6

円/人11                       円/人-

円/人- 円/㎡3,828                    

83,384 

利用者１人当たりの負担額：収入の利用料等÷平均利用者数

市費に対する住民１人当たりの負担相当額：収入の市費（一般財源）÷人口（令和7年4月1日現在の72,111人）

83,384 

その他委託料 - 

合　計（①＋②） 765,692 

延床面積１㎡当たりの施設コスト：施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）÷延床面積

                -

765,692 工事請負費 -                          

火災保険料 3,911                    

その他 -                     維持管理委託料　 3,887                    

支
　
　
　
出

①
維
持
コ
ス
ト

人件費

その他維持費 -                          

小　計 682,308               

人件費 - 

光熱水費

-                          

国　費 -                     

②
運
営
コ
ス
ト

利用状況※1
令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均利用者数

収
　
　
入

利用料等 -                     

市費（一般財源） 765,692            敷地借上料

内　訳

2 階 階数（地下） 避 難 所 指 定- 階

建 物 構 造 う ち 借 用 面 積延 床 面 積鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 200

複 合 ・ 併 設 施 設

建 築 年 度 経 過 年 数 総 取 得 費 -

 -

指定無し階数（地上）

調査年度 令和7年度

施  設  名 旧ＪＡ鷲塚支店

（小学校地区） 鷲塚小学校区 うち借地面積              620

所管部局 財政課

所   在   地 敷  地  面  積 620

従たる施設の場合、主たる施設名 -

大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設 施設番号 90

構 成 棟  旧ＪＡ鷲塚支店

鷲塚町４丁目７７番地碧南市

管理形態

- 直営

金額（円） 内　訳 金額（円）

674,510                 

合　計

-                          

県　費 -                     

修繕料

その他運営費（事業費） - 

小　計



レーダーチャート

4　データ分析

　

評価

※7

※8

※9

0

　施設コストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷施設コスト（①維持コスト＋②運営コスト）
　数値が高いほど、利用料等と施設コストのバランスが取れている。
　利用者負担を伴わない施設は「0」と評価。

（％）
Ⅴ.利用者負担
    　　　　　の割合

　建物の老朽化を示す指標

　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率
※8

を表示
　（経過年数÷法定耐用年数）数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　複数棟ある場合、延床面積が最も大きい棟のデータで算定。

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震性能を示す指標

　施設の主たる棟について耐震性能の有無を表示。新耐震基準
※9

で建設もしくは
　旧耐震基準で建設され耐震改修が不要又は施工済みの施設は「５」、耐震診断
　未実施の施設は「１」と評価。

Ⅲ.バリアフリー

レ ー ダ ー チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況 3

　バリアフリーの対応状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応して
　いる場合「一部対応」、非対応及び設置義務のない施設の場合「非対応」と評価。

Ⅳ.利用状況

用途別施設平均値：施設類型の中分類を基本とし、学校については小中学校別に分類したもの。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が確保されて
いる）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

Ⅵ.延床面積１㎡当
　延床面積１㎡当たりの施設維持にかかるコストを示す指標
　（①維持コスト-工事請負費）÷延床面積
　施設間で相対的に比較するため、工事請負費を除くものとする。
　数値が高いほど、施設維持にコストがかかっている。

3,412 3

備　　考

老朽化率：建設からの経過年数を法定耐用年数（固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた耐用年数）で除した数。

（円/㎡）
たりの維持コスト

（％）

　施設の利用状況（稼働率）を示す指標
　年間利用件数÷年間利用可能コマ数
　数値が高いほど、施設の稼働率が高い。
　貸室等の機能が無く、稼働率がカウントできない施設は「0」と評価。

非対応

耐震性能有り

-

- 0

5

1

58 （％）

0
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4
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.利用状況

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.延床面積１㎡当たりの維持コスト

年間利用可能コマ数と年間利用件数を比較

５. 80％以上（稼働率高い）

４. 60%以上80％未満

３. 40%以上60％未満

２. 20%以上40％未満

１. 20％未満（稼働率低い）

０. 稼働率がカウントできない施設

経過年数と耐用年数を比較

５. 20％未満（残存年数多い）

４. 20%以上40％未満

３. 40%以上60％未満

２. 60%以上80％未満
１. 80％以上（残存年数少ない）
０. 建築年度が不明な場合

耐震基準への適合性

５. 新耐震基準もしくは

旧耐震基準で耐震改修が不要又は施工済

１. 耐震診断が未実施

①車イス対応エレベータ、②障がい者用トイレ、③車イ

ス対応スロープ、④自動ドア等、⑤手すり、⑥点字ブ

ロックの6項目の対応状況

５. 対応 ３. 一部対応 １. 非対応

５．下位2割以内（施設維持単価安い）

４．中下位2割

３．中位2割

２．中上位2割
１．上位2割以内（施設維持単価高い）

５．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

４．75％以上100％未満

３．50％以上75％未満

２．25％以上50％未満

１．25％未満（利用者負担の割合が低い）

０．利用者負担を伴わない施設

Ⅰ～Ⅴ：絶対評価

Ⅵ：相対評価

施設間で相対的に比較

凡例

当該施設

用途別施設平均値※7


